
フェーズフリーの地域密着型情報配信プロジェクト

【実施主体】

株式会社コア/株式会社ラムダシステムズ/株式会社JX通信社/株式会社エム・データ

協力企業 J:COM株式会社/株式会社ジェイコム東京（配信地域：世田谷区/狛江市/調布市）

【実施内容】

〇目的

民間サービスを活用して平時/有事の地域情報を正確・迅速に集約し、様々な媒体で都民に配信

することで、地域コミュニティの活性化と都民のQOL向上を実現する。

〇プロジェクト実施概要

 CATVコミュニティチャンネルと地域のデジタルサイネージでの情報配信により、新たな災害情

報伝達手段を検証する。

 「地域密着型情報配信プラットフォーム」に蓄積した複数情報を掛け合わせたアーカイブデータ

利活用の有効性を検証する。

（別紙）
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災害廃棄物から都市機能を守る産官学連携プロジェクト

【実施主体】

国立大学法人電気通信大学/調布市/Borzoi AI株式会社

【実施内容】

〇目的

過去の災害時ゴミ収集における情報錯綜、仮置場の混雑および誤排出を教訓として、平常時の

ゴミ分別・収集プラットフォーム等から得られる大規模データを活用し、AIと位置情報の連携による

災害モード機能を構築することで、排出・収集・伝達の混乱を解消するシステムを実証する。

〇プロジェクト実施概要

 13か国語対応の「調布ごみナビ」を活用し、災害廃棄物処理計画に基づき定めている仮置場

データを可視化する。

 市民向けには出し方・出す場所・時間を通知、収集車には災害時収集拠点を提示し、排出・収

集・管理の混乱を解消するシステムを実証する。

（別紙）
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AI×データが創る道路マネジメントモデル構築プロジェクト

【実施主体】

東京海上スマートモビリティ株式会社/日本工営株式会社/

株式会社アーバンエックステクノロジーズ/株式会社ナイトレイ/品川区

【実施内容】

〇目的

道路インフラの老朽化が急速に進み、日常の維持管理にかかる慢性的な人員不足が社会問題化

する中で、財源が限られる自治体でも実装可能な、民間データ活用型の巡回業務縮減と維持管理

高度化を実現するモデルを構築・発信する。

〇プロジェクト実施概要

 車載カメラ映像分析データによる巡回業務縮減、人流・交通量・事故危険度データ等による修

繕優先度付けを検証する。

 民間データ活用型の道路マネジメントモデルを基礎自治体向けに提言すると共に、道路を占用

する多様な主体とのデータ流通の検討を実施する。

（別紙）
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データが支える「ゼロ次予防」に基づく健康促進プロジェクト

【実施主体】

日本電気株式会社/国立大学法人千葉大学/株式会社unerry/メルセネール株式会社

(実証フィールド：板橋区)

【実施内容】

〇目的

介護保険制度を持続させるため、地域の実情に応じた効率的かつ効果的な施策の実施と民間

サービスの参入機会を創出し 、官民一体となった地域の支え合い体制づくりを推進する。

〇プロジェクト実施概要

 「ゼロ次予防」の促進を目的として、官民の保有データの分析と高齢者が必要としているニー

ズ・課題の把握により、エビデンスや地域特性に基づく自治体の介護予防計画・政策立案を支

援する。

 TDPFを通じて、都内全域の自治体EBPMを促進しつつ、民間参入を加速させ、 自治体施策・

財政を強化し、「自治体業務効率化」と「高齢者の健康増進」の両立と、データ活用の好循環に

より、都民の QOL向上を目指す。

（別紙）
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データ活用で引き出す、地域の経済活性化＆共生推進プロジェクト

【実施主体】

一般社団法人港区観光協会/港区/日鉄興和不動産株式会社/品川プリンスホテル/

マクセル アクアパーク品川/株式会社ジール/東日本旅客鉄道株式会社/株式会社リクルート/

株式会社ブログウォッチャー

【実施内容】

〇目的

勤務地・観光地・居住地が混在し、様々な目的を持った多数の人が共存する都市部エリアにおけ

る「潜在能力発揮モデル」 を創出する事で、 同じ課題を抱える都内の行政区（主要駅）に対して、

横展開が可能な新たなデータ活用の手法を確立する。

〇プロジェクト実施概要

 品川駅周辺（東・西）における「在勤者」「宿泊者」「住民」 「周辺事業者・施設」のデータを基に、

エリアの現状を可視化し、分析結果に基づいた有効な打ち手を実行する。

 施策実施前・後でデータを基にした検討・検証を行い、在勤者・宿泊者・住民のニーズをより的

確に捉えたプロジェクト推進を図る。

（別紙）
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